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会社概要

社 名 ： 株式会社 大日光・エンジニアリング

Di-Nikko Engineering Co.,Ltd.
本 社 ： 栃木県日光市瀬尾33番地 5
代 表 者 ： 代表取締役社長 山口 侑男

設 立 ： 昭和54年9月
公開市場 ：大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)（証券コード：６６３５）

平成19年3月上場

資 本 金 ： 8億5,630万円（平成22年6月末現在）

従 業 員 数 ： 単体 220人 連結 2,564人（平成22年6月末現在）

主 要 業 務 ： 電子部品実装を核とするエレクトロニクス製品の受託

加工事業。基板設計から、最適部品の調達、技術者の

派遣、製造、物流までのサービスを一貫して提供。

連結子会社 ： 国内1社、海外4社（平成22年6月末現在）
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当社グループが生産する製品

自社設計電源基板ＢＧＡ／ＣＳＰ実装基板

電子部品実装部門の製品

機構組立（筐体組立）の製品

放送通信機器／中継機 ＰＯＳターミナル（ＯＥＭ生産）

両面多層／高密度実装基板
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ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ場所 ：第２工場3F
ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ面積 ：1800㎡
ｸﾘｰﾝ度 ：Class100,000 ﾚﾍﾞﾙ 保証 (有人時)

※ISO14644-1順守

画像はＳａｍｐｌｅ

アキュミスト

純水器

ベンチレーター

エアーシャワー

レンズ組立施設の概要：中国無錫子会社



連結損益計算書
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電子部品実装部門は、
情報通信機器用、
半導体製造装置用
基板実装が穏やかに
需要回復しつつあり、
アミューズメント機器
用も堅調な受注を
確保しました。

機構組立部門は、
昨年下半期に続いて
一眼レフを中心とする
デジタルカメラ市場
需要から、レンズ組立
受注が安定推移して、
ほぼ予想通りの売上高
となりました。

また、全社グループを
挙げた生産革新運動
推進による、生産体制
効率化、部品資材調
達・運搬など物流合理
化等から損益は、前年
比大幅な改善となりま
した。

H21年 H22年

第２四半期
対
売上高

第２四半期
対
売上高

前年
同期比

（単位：百万円） 連結累計 比率 連結累計 比率 差異

売上高 12,127 100.0% 17,588 100.0% 5,460

売上原価 11,778 97.1% 16,335 92.9% 4,557

売上総利益 349 2.9% 1,253 7.1% 904

販売費及び
一般管理費

660 5.4% 764 4.3% 103

営業利益
又は営業損失（△）

△ 311 -2.6% 489 2.8% 800

営業外収支 △ 68 -0.6% △ 64 -0.4% 4

経常利益
又は経常損失（△）

△ 380 -3.1% 425 2.4% 805

特別損益 △ 396 -3.3% △ 13 -0.1% 383

税金等調整前四半期純利益
又は税金等調整前四半期純
損失（△）

△ 776 -6.4% 411 2.3% 1,187

法人税等 29 0.2% 179 1.0% 149

当期純利益
又は当期純損失（△）

△ 806 -6.6% 232 1.3% 1,039



連結貸借対照表
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(資産の部) 単位：百万円 H21.12.31 H22.6.30 増減 （負債の部） 単位：百万円 H21.12.31 H22.6.30 増減

流動資産 15,853 16,407 553 流動負債 12,976 12,728 △ 247

現金及び預金 3,114 3,117 2 支払手形及び買掛金 6,350 6,163 △ 187

受取手形及び売掛金 6,854 7,257 402 短期借入金 3,092 2,958 △ 134

商品及び製品 712 528 △ 184 1年内返済予定の長期借入金 2,229 2,141 △ 87

原材料及び貯蔵品 4,305 4,449 144 1年内償還予定の社債 476 483 6

その他 866 1,054 187 その他 827 983 156

固定資産 4,418 4,332 △ 86 固定負債 5,211 5,788 577

有形固定資産 3,637 3,547 △ 89 社債 451 570 119

建物及び構築物 1,128 1,169 40 長期借入金 4,731 5,188 456

機械装置及び運搬具 2,106 1,949 △ 157 その他 28 29 1

土地 150 185 35 負債合計 18,187 18,517 330

その他 251 243 △ 8 (資本の部 )

無形固定資産 102 97 △ 4 株主資本 2,404 2,613 209

投資その他の資産 678 687 8 評価・換算差額 △ 359 △ 445 △ 85

投資有価証券 225 233 8 少数株主持分 40 53 13

保険積立金その他 452 453 0 純資産計 2,084 2,221 137

（資産合計） 20,271 20,739 467 （負債・資本合計） 20,271 20,739 467



連結業績推移
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所在地別セグメント売上高・営業損益推移

日 本

アジア

日本は、電子部品実装部
門において、情報通信機器
用、半導体製造装置用基
板実装が穏やかに需要回
復、アミューズメント機器用
も堅調な受注を確保、機構
組立部門は、昨年度下半
期に続いて堅調なデジタル
カメラ需要から、レンズ組立
受注が安定推移している

アジアは、香港・中国深圳
子会社において、昨年の主
力取引先の大幅減産から
回復基調となった。 中国
無錫子会社においても情報
通信機器用が回復傾向で、
さらに、レンズ組立も本格
生産となり、 アジアは、リー

マンショック後に余儀なくさ
れた09年１．２Ｑの大底から

回復、営業損益ベースで
黒字転換を果たした
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第2四半期連結累計経常利益増加要因分析

リーマン・ショック後の不況の
影響が顕著であったアジア、
日本とも電子部品基板実装が
回復、日本はアミューズメント
機器用が堅調、デジカメ需要
からレンズ組立受注が安定し
て、付加価値が大幅改善

売上高前年比増 (百万円)
（事業部門別) 
電子部品実装 + 4,545
機構組立部門 + 846

計 + 5,460
(所在地別)
日 本 + 2,153
アジア + 3,307

その他 + 70
計 + 5,460

販売費及び一般管理費は、
効率化・合理化推進により、
対売上高比率で△1.1％
(金額換算△193百万円
（＝17588百万円×△1.1％) 削減

営業外収支は前年同期比
+ 5百万円、経常利益は
前年同期比 + 804百万円となり
Ｖ字回復に至った
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H22年 第2四半期 対売上高 前年同期比

（単位：百万円） 連結累計 比率 差異

売上高 17,588 100.0% 5,460 0.0%

売上原価 16,335 92.9% 4,557 -4.2%

売上総利益 1,253 7.1% 904 4.2%

販売費及び
一般管理費

764 4.3% 103 -1.1%

営業利益又は
営業損失（△）

489 2.8% 800 5.3%

営業外収支 △ 64 -0.4% 4 0.2%

経常利益又は
経常損失（△）

425 2.4% 805 5.5%

特別損益 △ 13 -0.1% 383 3.2%

税金等調整前四半期
純利益又は税金等調整
前四半期純損失（△）

411 2.3% 1,187 8.7%

法人税等 179 1.0% 149 0.8%

当期純利益
又は当期純損失（△）

232 1.3% 1,039 8.0%
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所在地別セグメント売上高動向と戦略
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生産拠点の海外シフトを促進させても、コア技術は
国内指向が強いことから、下記対応で取り込みを図る。
① 技術スタッフを拡充、海外拠点支援体制を強化

して、内外一気通貫で顧客をサポート
② 顧客のコア技術を取り込むための投資検討・実施

日系企業は中国を生産拠点＋有望
なマーケットという視点で生産拠点
を拡充する動きが顕著であり、下記
対応で取り込みを図る。
① 日系ＥＭＳでしか対応出来ない

高度実装技術を提供
② 顧客多層化・製品多層化に

即した生産管理体制の強化

百万円
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事業部門別売上高動向と戦略
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２２年
度：過去最高の売上高を確保の見込み

２３年
度以降も成長が期待出来る

２２年度：主力の事務機関連は海外が大幅回復

２３年度以降は社会生活系の伸びが期待出来る

選択と集中を進めて、

効率的に人的・物的

資源を投入する



平成22年12月期通期連結業績予想数値
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（平成22年1月1日～平成22年12月3１日）

単位；百万円 売上高
営業
利益

経常
利益

当期
純利益

1株当期純利益
（円 銭）

前回予想（Ａ） 33,895 255 136 47 17.45

今回発表予想
（Ｂ）

35,004 667 532 292 108.14

増減額（Ｂ－Ａ） 1,109 412 396 245

増 減 率（％） 3.3% 161.6% 291.2% 521.3%

(ご参考)前期実績 28,708 △43 △180 △674 △249.63
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今後のｸﾞﾙｰﾌﾟ戦略：顧客が抱えるジレンマに対するｿﾘｭｰｼｮﾝの提供

大日光(瀬尾工場）

大日光（根室工場）

トロワ無錫（第１工場）

トロワベトナム

トロワ香港

トロワ無錫（第２工場）

①顧客多層化・製品多層化
②多品種・小ロット生産に適した体制への転換
③中国人幹部へ日本式ものづくり思想を移植

ニュートロワ（深圳工場）

①日系企業が抱える外部要因ジレンマ
・中国生産の拡大指向⇔中国での生産の難しさ
→日系ＥＭＳとしてきめ細かい製造ノウハウの提供
②日系企業が抱える内部要因ジレンマ
・労働者不足の担い手としての中国人⇔人事管理の難しさ
→匠訓練大学校による、日系企業に適した中国人労働者の提供

①コア顧客対応の強化
②匠訓練大学校の運営による中国人スタッフの育成
③高度な管理レベルの実現

①開発拠点・海外支援拠点としての機能強化
・製品技術・生産技術スタッフの強化
・臨機応変な海外支援機能の構築
②生産拠点としての強化
・海外スタッフ受入によって技能移植を図る
・生産拠点としての拡充を検討する
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